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1. はじめに－精神障害者と図書館サービス－
障害者の権利に関する条約（障害者権利条約）（1）（日

本は 2014 年 1 月 20 日に批准、条約の発効は 2014 年 2
月 19 日）第 1 条は、包括的に障害者を次のように定
義している。「障害者には、長期的な身体的、精神的、
知的又は感覚的な機能障害であって、様々な障壁との
相互作用により他の者との平等を基礎として社会に完
全かつ効果的に参加することを妨げ得るものを有する
者を含む」。また、日本の障害者基本法（昭和 45 年法
律第 84 号）（2）第 2 条も同様に包括的な障害者の定義
を行っており、障害者とは「身体障害、知的障害、精
神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能の障
害（中略）がある者であつて、障害及び社会的障壁に
より継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受
ける状態にあるものをいう」と規定している。

これらの条約及び法律では、障害者とは身体的、精
神的又は知的な障害により、社会生活や社会参加に支
障が生じる者（3）という説明を行っている。そして、こ
のカテゴリーに入る精神障害者とは、精神保健及び精
神障害者福祉に関する法律（昭和 25 年法律第 123 号）（4）

第 5 条では、「統合失調症、精神作用物質による急性
中毒又はその依存症、知的障害、精神病質その他の精
神疾患を有する者をいう」と定義されている。

こうした精神障害者を図書館はどのように捉えてき
たのだろうか。一方では、精神障害者が突然暴力的に
なり他人に危害を及ぼすといったイメージの影響で、
図書館にとって「問題利用者」であるという捉え方を
する立場（5）が見られる。他方では、精神障害者はあく
まで図書館にとって「顧客＝利用者（patron：パトロ
ン）」であり、可能な限り丁寧に、適切に応対するべ
きだとする立場がある（6）。また、日本国内における図
書館の障害者サービスに関して言えば、概して視覚障
害者や肢体不自由者が中心であり、知的障害者や精神
障害者の図書館利用があるにも関わらず、その対応は
散発的で、本格的な取組には至っていないという指
摘が見られる（7）。しかも 2010 年度の国立国会図書館

（NDL）の委託調査と、NDL による 2018 年度の図書
館調査研究リポートの両方で同様の指摘がなされてい
ることから、あまり状況が進展していない様子がうか

がえる。他方、海外に目を移してみると、精神障害者
を主な対象としたサービスや関連する取組を図書館が
実施する事例が見られる。

本稿では、海外の図書館における精神障害者向け
サービスに焦点を当て、特に欧米諸国の図書館が精神
障害者に対してどのように対応し、どのようなサービ
スを展開しているのかについて、日本の図書館におい
ても参考になると思われるいくつかの具体的事例を示
しつつ、これまでの動向の一端を紹介したい（8）。なお、
知的障害者向けの図書館サービスについては、藤澤和
子氏による文献（9）に論を譲る。

2.	欧米の図書館における精神障害者向けサービスの事
例

2.1 	米国の図書館における精神障害者に対する基本的
対処方針策定の事例

米国の図書館は、19 世紀の後半から健康に関する
情報を発信し、図書館員が事実上のソーシャル・ワー
カーやカウンセラーとしての役割を果たしてきたとい
う歴史がある（10）。その上に立ち、精神障害のある図書
館利用者を、図書館員が「問題利用者」ではなく、あ
くまで「顧客＝利用者」としてどのように対応すべき
かについて、2010 年に米国図書館協会（ALA）の専
門・企業図書館部会（Association of Specialized and 
Cooperative Library Agencies：ASCLA）がヒントを
示している（11）。精神障害者が図書館にとってリスク因
子であるという認識がある中で、いかに図書館員が「顧
客＝利用者」として接遇するかについてのポイントは、
次の 4 点に集約することができる。

・精神障害のある利用者に対してもその他の利用者と
同じように尊重し、思いやりを持って接し、その者
のふるまいによってその者を決めてかかることを避
けること。また、精神障害が、異常行動・逸脱行動・
犯罪行動や認知障害とは異なることを念頭におくこ
と。

・精神障害のある利用者のプライバシーを尊重するこ
と。図書館の利用方法については十分に説明する時
間を持つこと。また、精神障害のある利用者がその
障害によって引き起こす可能性があるふるまいにつ
いて認識し、かつ、図書館が許容できる範囲を定め
た規則を作成しておくこと。

・精神障害に詳しい外部機関及び専門家と連携をとる
こと。グループホーム、精神科クリニック、ひいて
は国の機関との連携を図ること。

＊	調査及び立法考査局議会官庁資料課
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・精神障害に関する書籍の紹介やそれを用いた展示や
プログラムによって、精神障害についての地域（コ
ミュニティー）内での認識を高めること。

また、専門図書館であるコロラド大学法律図書館と
南カリフォルニア大学法律図書館の図書館員が、法律
図書館における精神障害のある利用者への対応モデル
を示している（12）。その内容は以下の 3 点に整理できる。

・外部の医療機関が提供する情報等から、精神障害に
関する正しい知識を得るように努めること。図書館
員が精神障害のある利用者だと勝手に判断したり、
それとレッテルを貼ることは避けること。もしこう
した利用者が問題行動を起こした場合でも、その問
題のあるふるまいに焦点をあて、その利用者自身に
問題があるという認識を持つべきではないこと。

・このような利用者が行う可能性のある、図書館の規
範から逸脱した行為を未然に防ぐために、図書館の
利用規則を図書館内の目につく場所やウェブサイト
で公開し、あるいは利用者にその規則を記した資料
を配布すること。ただし、この規則は精神障害に関
するいかなる差別にも立脚せず、障害をもつアメリ
カ人法（Americans with Disabilities Act）（13）を遵
守したものとすること。

・精神障害のある利用者が、法的問題に関する直接的
で具体的な回答を強く求める場合や、図書館員が提
示する回答に懐疑的になるケースが多く見られるの
で、できるだけ明確な回答を心がけること。しかし、
図書館員はその問題に関して法的な意見を述べた
り、助言を行うことはできないので、利用者が法的
問題の解決方法を求める場合には、外部の法律相談
所を案内すること。

このように、米国の 2 つの事例は、図書館員が精神
障害に正しい認識を持つことを通して、精神障害のあ
る利用者を決して冷遇するのではなく、通常の「顧客
＝利用者」として扱うこと、こうした利用者の問題行
動に対処するための図書館内でのルールをあらかじめ
制定しておくこと、さらに、図書館外部の専門機関と
の連携を図っていくことを推奨していると言える。

2.2	図書館が精神障害者の病状の回復・緩和に関与す
る事例

次に、図書館が精神障害者をより精神的（内面的）
に支援し、その病状の回復や緩和に関与する諸外国
の図書館サービスの事例やこれまでの動向を紹介す 

る（14）。その事例は、いずれも「本を読むこと（reading）」
を通して実践されるものである。

2.2.1 ウエールズ・イングランドにおける読書療法
読書療法とは、精神障害者を含む精神的・心理的に

支障をきたしている者への治療の一環として本（読書）
を提供し、利用してもらうセラピーのことである。これ
は、2003 年に英・ウエールズのフルード（Neil Frude）
博士によって当初“Cardiff Book Prescription”とし
て創設されたもので、後に“Books on Prescription

（BOP）”（処方箋によって本を読む）として成立した
スキームである。そして、2005 年にウエールズ議会が

“Book Prescription Wales”として国家的に採用し
た（15）。続く 2013 年にイングランドで“Reading Well 
Books on Prescription”（処方箋によって本をよく＝
健康に読む）という方法で用いられるようになった（16）。

具体的には、精神的・心理的に支障をきたしている
図書館利用者に対して、医者やカウンセラーなどの専
門家が、国家機関が定める基準に従って推薦する書籍
のリストのリーフレットを提供する（OPAC などを通
してオンラインで提供するケースもある）。そうした
本を、主に公共図書館を通じて利用者が自ら手に取り
読むことにより、健康を取り戻していくことを支援し
ようとするものである。これは精神医学やメンタルヘ
ルスの専門家が、図書館の膨大な資料から患者たちの
治療に適切な本を処方し、その処方を受けて図書館が
本を提供する方法とも言える。

この方法は元来、アンガーマネジメント（自分の
怒りをコントロールすること）ができない者や、不安
や鬱を訴える者、自傷を行う者に対する図書館による
ブックリストの提供活動であったものが、やがて、人
生において苦境に立たされている者、認知症の高齢者、
若い世代へのサービスにも展開していった。こうした
読書療法は精神障害のある者に対する治療の最初のス
テップであると見なされており、薬物療法や心理療法
を補完するものと位置づけられている（17）。BOP は「認
知行動療法を基にした自己を助ける書籍」（cognitive 
behavioral-based self-help books）（18）による治療法と
位置づける論者もいる。2013 年から BOP を開始した
イングランドの英国読書協会（Reading Agency）ら
は、5 年間の活動を総括し、“Reading Well Books on 
Prescription”を採用している図書館行政庁が全体の
98 パーセントに及んでいること、ブックリストに含ま
れる図書の貸出数も増加しており、2013 年から 2018
年までで累計 200 万点を超えたことを報告し、BOP
の効果が如実に表れていると評価している（19）。
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2.2.2 �健康生成論を基にしたデンマークにおけるリー
ディングアワー

リーディングアワー（文学作品などの読み聞かせと
同時に、その読み聞かせに参加した者が読書体験を共
有すること）で精神的な健康を支えようとする実践例
が、デンマークのイカスト・ブランデ（Ikast-Brande）
公共図書館に見られる（20）。イカスト・ブランデは、デ
ンマークのユトランド半島の中央部に位置する人口約
4 万人の地方都市であり、同館はイカスト・ブランデ
の市立図書館である。

この図書館は、そもそも図書館とは文化的活動を
行うと同時に、メンタルヘルスや病気の予防・回復
の機能を有しているというポリシーを持って運営を
行っており、「精神的に傷つきやすい人々」（mentally 
vulnerable people）や、ひいては精神障害者の症状の
回復・緩和を促すことを 1 つの目的としている。

イカスト・ブランデ公共図書館におけるリーディン
グアワーは、ユダヤ系米国人の健康社会学者アントノ
フスキー（Aaron Antonovsky）氏が提唱した健康生
成論を基に行われている（21）。この理論は病気につなが
るリスク因子を低減・除去することを第一の目的とし
ている従来の医学の考え方に対し、人が健康でいられ
る健康因子に焦点を当て、特にその 1 つである「首尾
一貫感覚」（sense of coherence：SOC）を獲得するこ
とを目的とするものである。この感覚は、自分の置か
れた状況が予測可能であり、かつうまく運ぶ公算も大
きいという確信の志向性と定義されている。

ここでは、リーディングアワーにおいて、自分の考
えを他の参加者に聞いてもらう（シェアする）という
経験を通して、自分の存在が他者に認められ、そのこ
とで自分自身を把握する感覚をもたらすこと、ひいて
は他の参加者に自分の意見を認められることで自己尊
重や自己理解を深めることが、最終的に治療の端緒と
なりうる、と考えられている（22）。健康生成論によれ
ば、こうした相互の対話と精神的な結びつきを得るこ
とは、自らの人生・生活の状況・状態を捉える意欲を
生み出すことに繋がり、ひいてはその人生・生活をう
まく取り扱うツールを提供するものと位置づけられて
いる。

2.3	アメリカにおける図書館と外部医療機関との連携
事例

図書館が地域の外部医療機関と連携しつつ、精神障
害者へのサービスを行っている事例として、ペンシル
バニア大学と Free Library of Philadelphia（フィラデ
ルフィア市における公共図書館システム）との連携に
よる“The Healthy Library Initiative”が挙げられる（23）。 
Free Library of Philadelphia には 54 の分館があるが、

そこには精神障害者だけでなく、ホームレスや、移民、
恵まれない環境にある若い世代の人々、そしてトラ
ウマを抱える子どもやその家族などの「傷つきやすい
人々」（vulnerable populations）が頻繁に訪れる。そ
の中でも、対応時間の多くを占め、図書館外部の機関
の支援を必要とするのが、精神障害者へのサービスで
ある。
“The Healthy Library Initiative”は、これらの人々

に対応するために図書館外部の医療関係者やソーシャ
ル・サービスの専門家と連携して、「コミュニティー健康
専門司書」（community health specialist librarians）
を養成している（24）。この専門司書は、上述の精神障害
者を含めた「傷つきやすい」利用者に対して、より効
果的で質の高いサービスを提供することを任務とする
者と位置づけられている。ただ、こうした専門的な司
書であっても、医療関係者やソーシャル・サービスの
専門家を代替することはできない。また、図書館それ
自体も本格的な病気の治療を行うことはできない。し
かし、図書館がコミュニティーにおけるメンタルヘル
スの「ハブ」になりうるという基本的な考え方が背景
にあることで、こうした専門横断的な活動を図書館が
行うことができるのである（25）。

このような図書館が外部の医療機関と連携して精神
障害者向けのサービスを向上させようとする取組はほ
かにも見出せる。

カリフォルニア州立図書館は、図書館とは精神障害
者も含めたあらゆる人々が来訪する「コミュニティー
センター」であると位置づけた上で、“Mental Health 
Initiative”を立ち上げている。これはカリフォルニア
にある公共図書館に対して研修の機会を提供するもの
で、外部の専門家との連携の下に、トラウマ概念の理
解やコロナ禍でのメンタルヘルスの問題について、オ
ンラインで研修を行っている点が特徴的である（26）。

ニューヨーク公共図書館（NYPL）は、「コミュニ
ティー・メンタル・ヘルスに関する市長オフィス」（The 
Mayor’s Office of Community Mental Health）と 2019
年から協力関係を結び、“Spaces to Thrive”（27）として、
13 の分館で、自殺予防の啓発（28）に加えて、自らの感
情をコントロールする方法や、精神障害者へのスティ
グマ問題、ソーシャル・メディアとメンタルヘルスの
関係などの学習機会を設けている。また、これらの分
館では、メンタルヘルスに関する自伝、ノンフィクショ
ンや小説を提供し、オンラインでもこの分野のブック
リストを公開している。

3. おわりに
欧米の図書館における精神障害者向けービスの事例

をいくつか紹介したが、精神障害者が歴史的にも現在
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でも差別にさらされていることは否めない。そのよう
な状況ではあるが、冒頭で示した障害者の権利に関す
る条約第 30 条 1（c）では、精神障害者を含めた障害
者が、健常者との平等を基礎として、他の文化施設と
同様に図書館を利用する機会を有することが規定され
ている。精神障害者向けのサービスを充実させつつ、
彼ら／彼女らを平等に、すなわち差別なく＜尊厳ある
一個人＞として社会に受け入れる端緒となること、そ
れこそが、これからの図書館が持つべき重要な使命の
ひとつなのではないだろうか（29）。

（1）	“障害者の権利に関する条約（略称：障害者権利条約）”. 外務
省. 2020-12-09.

	 https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/jinken/index_
shogaisha.html, （参照 2022-04-07）.

（2）	“障害者基本法（昭和四十五年法律第八十四号）”. e-GOV.
	 https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=345AC1000 

000084, （参照 2022-04-07）.
（3）	 1981年に世界保健機関（WHO）から出された国際障害分類

（ICIDH）では、障害とは病気（機能障害）の結果として捉えら
れていたが、2001年の国際生活機能分類（ICF）では、人が生
きていく全体像を「生活機能」とし、障害それ自体をマイナ
スとして考えるのではなく、生活機能の中で支障がある状態

（「生活のしづらさ」を抱えていること）と捉えるようになっ
ている。

	 “「国際生活機能分類－国際障害分類改訂版－」（日本語版）の
厚生労働省ホームページ掲載について”. 厚生労働省. 2002-
08-05.

	 https://www.mhlw.go.jp/houdou/2002/08/h0805-1.html, 
（参照 2022-04-07）.

（4）	“精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和二十五年
法律第百二十三号）” . e-GOV.

	 https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=325AC01000001
23_20200401_430AC0000000079, （参照 2022-04-07）.

（5）	 精神障害者は図書館にとって「問題利用者」であるという立
場から書かれたものとして、以下がある。

	 ベス・マクニール, デニス・ジョンソン編. 図書館の問題利用
者 : 前向きに対応するためのハンドブック. 中野捷三訳. 日
本図書館協会, 2004, p. 32-67.

（6）	 精神障害者が図書館サービスにとって「顧客＝利用者」であ
るか「問題利用者」であるかについて総論的に論じたものと
して、以下がある。

	 Hecker, T. E. Patrons with disabilities or problem patrons: 
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